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福岡市分譲マンシ gン建替え可能性の検討

The Examination of Reconstruction Feasibility of Condominium 
Buildi註gsin Fukuoka City 

下回期太＊，越世良＊ネ

Shota SHIMODA and Shichen ZHAO 

There are a lot of old condominium buildings needing reむonstructionbecause of the weakness in 

earthquake resisting and decaying e司uipment.Reconstruction condominium buildings is di出cult

because of the difficulty of getting consent for reconstruction, complex property rights, and the cost. 

In this study, the possibility of reconstruction condominium buildings is examined using the case 

of Fukuoka City from the perspective of costs. The reconstruction was simulated by calculating the 

costs of reconstruction by System of Proportional Shares method with the data of condominium 

buildings in Fukuoka City (provided by Fukuoka City Housing Authority), and the land price and 

unit constr、uctioncost. The main work of this study can be divided into 3 parts; 1. comparing the 

di在erenceof rate of reduction between Fukuoka and Tokyo; 2. calculating the variation in the rate of 

reduction after reconstructing the building based on the integrated design system; 3. examining the 

di担cultyin conducting reconstruction in Fukuoka City. 

Keywords: Reconstruction, Condominium Building, s習stemof proportional shares, rate of reduction 

多分譲マンション，等錨交換方式，

1はじめに

1.1研究の背景

我が国のマンションストック総数は約590万戸にの

ぼり、そのうち！日耐震基準のものが約 106

1）。それらのマンションについては酎震性の不足や

老朽化、練｝額七、設備への不満が叫ばれ、地域環境、居

住環境の改善のために建替えの必要が検討されるもので

ある。平成 14年のマンション建替え円滑化法の輝行や、

その改正など対策が取られ、マンションストックの質的

充足のため、建替えの促進が期待されるが、

問題や、権科関係の複雑さから建替えの合意形成に査る

までに多大な労力を要し、建替えがなかなか進まないの

が現状である。

全自における建替え事例は 222事例であり、またそ

れら建替え事例の多くは関東簡で 135

60事例と多く報告されるものであるが、九州では 10

事例、揺闘では 5事前に留まる設2）。老朽化したマンショ

ンの建欝えが円滑に進まなければ、不良ストックの発生

による社会問題化が進んで行くこととなる。

本都市共生デザイン専攻穆土課程

料都市・

1.2研究の自的

建替えが実現するかについて誌資金負担の有無が大き

な影響を及ぼす。本研究では福岡市の分譲マンションに

ついて、建替えの際に資金負担を軽減する方法の一つで

ある等価交換方式という敷地持分に応じてそれと向鏑植

の床面積〈還元床）を敢得する方法に基き、

建替え前の専有面積に対する比である還元率を算

出する。加えて建替え可能性の将来予謝を行うことで福

岡市内における分譲マンションの今後の建替えの可能性

を検討するものである。

1.3既往研究

ョンの建替えに関する研究には、

の初期分譲マンションの実態調査から建替えの問題点在

整理したものペ時藤らの合意形成プロセスに関するも

のへ建番えの可能性に関するものとして、北川の等価

交換が成立する条件式を導いたものへ米野の事業計調

内容の推定をおこなったもの心、皆111らの地価

留の変動を鑑みた時系列評価により建替え可能性の向上

のタイミングを図ったもののがある。本研究は揺岡市

における現状を明らかにし、建替えの可能性の将来予測

を行なった点で新規性がある。
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2研究の対象と方法

2.1研究の対象

本研究では、福岡市内に補間市住宅供給公社（以下、

市公社）から供給された共同建、共開分譲の団地型マン

ション、一棟型マンションについて 37か所在抱擁したc

その内すでに建替えがなされたもの 2か所、財団法人

に一括譲渡された 1か所と情報の取得が鴎難で、あった

1か所を除いた 33か所について建替え可能性の検討を

f子った。これらは市内に広く分布し、供給年も多様で地

区別、年代別の持徴を見るのに適当であると考える。

2.2算出式について

還元率の算出についてはマンションの延べ床面積、敷

地面積、指定容積率といった情報から算出可能で、各マン

ションについて概略的に把握でき、各地点について応用、

比較可能であることから皆月初定義した式註のを用いた。

なお建替え後の延べ床面積には指定容積率を硬い切る面

稿者仮定している。

R 口 （Mーらゆ•ct X q/Cpercel) X 100/m 式（ 1) 

Cpercel =(PX 1001.s ＋ら）IrX e 式（2)

ら吋ect= CPxM(1 +c +d)+b xm 式（3)

P: 地価｛湾問ln1)

Q恕reel: 分議室経鐙（J:jP:J/n1)

φ： 建設単領（万問／n1)

Cp向；ect：建設費｛万丹／n1)

た： 還元務｛%）

m: 建替え蔚怒ぺ床欝機（n1)

M: 逮餐え後延べ床菌積（n1)

b: 解体重感地糞位万丹，n1，ζ設定｝

C : 近隣対策費 〈懇談援の1%に設定）

d：設計資信%に設定）

e : 経費本（1.4に設定）

r : レンタブル比｛0.9に設定）

s : 援交を容積率（%〉

q: ヂペロッパ…緩和係数（1.2に設定〉

蒋来予灘については確率的予灘手法的を用いた。

築費指数と地借変動率について、 t次の状態量がt-1次

の状態畳にのみ依存する性質（マルコフ性）があるとし、

過去s年分の数値を class{l）～class(n）まで分類、 t年

とt-1年関係についての度数分布から推移確率行列P

を以下のように咋成した。

老若手

cl議議綴 1 s・. n 
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基ふを
4容’ 島
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IP … 1 , 11 ま:n¥ 

p = I : pij : I 
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ミ.r.空軍1 r認軍z.I 

この推移確率行列Pに定常性があるものとすると、 t

後の予測値Ex(t）は以下のように算出できる。

Ex 出 vxKxP1xA（。 式（4)

し

V : 初期条件の該当するclass径1としそのf訟をま0としたベクトJI,

K: 初綴鑓で、あり K=Pとする

A: 各classのごとの平均鐙のベクトル

E主主＝《＝s 式（ 5)

事 P「三てX号 (6) 

主；＝1pij＝ま 〈ア）

得られた予測舘に基づき t年後の建設費、地価を算出、

それらそ還元率の算出式に代入し将来予禰をする。

率の算出の堅実使用した数値の惜報の取存元は下に示す

表 1 靖報の取得元

翼奪S食糧車鑑（1.if!J/nf)密交骨盤 20t4通事建築費量ヱ統計審議運量より事事務

綾俵（1.iFl/nf)
濁芸定案念総事事会機報システムより滋鋳の総務会務‘.総務務雪量緩畿を採録

議事宿命分対27毒事分より署員待族議事事分遂事毒jf:_灘務竣3こ等分より殺害事

務幾容税務｛事量｝ 事か事犠か警る告議滋織密がのよ箆り覧大！こきよいりも耳量の得を篠敷懸織に複数11)猿護襲撃畿圏院がかかる機会i率、

数線型車織（nf) 嫌疑害容分権隠懸念有路線事室長者数より議機

滋E繁華E績（nf) 3農家線分マンシ簿ン凝集昔話線重量ホームページよりS儀委を

薫幾重t指数 よ叫り費聖猶書t翻罰意績法に人つ幾い滋て物要量5得llillll議会 200霊祭義簿陸後続滋豊監察手控室華鏡数｛奪事室議｝

地織豪華事務｛%｝ 傷.害成毒素語通事叩Ii：里毒業車2線7j鎌事絡よりお取よ得び持費考委手繁華語家｛後準法均衡業軽量3

3市公社分譲マンションとその還元率

引市公本当ナ譲マンションKついて

市公社は 1969年以降、共同建、共開分譲を合わせ福

岡市内に 37か所7615戸を供給してきた。残存するも

のはすでに建替えられた 2か所、計 170戸、財団法人

ヘー揺譲渡された lか所、 59戸を鈴く 34か所、 7386

戸である。また一般に耐震’性の不足や、間取りの陳蔚
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図 1 福間市住宅供給公社分譲実績
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化、設備の老朽化から建替えの必要性が大きいとされる

1981年以前に供給され旧耐震基準記当たるものは 24

か所、 4γ95戸であり、 64%に担当する。（図。

3.2市公社分譲マンシ到ンの還元率について

市公社分譲マンションについて 33か所について，r嘗報

を集計し還元率そ算出した。なお福関市の建設単髄には

16.55万円を設定している。

研究対象 33か所の住戸面積数4）はIB謝麓基準に

る 1981年以前のものの平均は約82近、それ以捧のも

のでは約 84rrlと間程度であったが、敷地持分面積註5)

の平均は 1981年以前のものが約 89ばであるのに対し

1981年以降のもの誌約 60凶である。還元率を見ると

100%を超えるものはなく約 20%～ 90免まで揺があり

その平均誌 50.26%となった。供給年代に種目すると

1970年代前半に建てられたものについてはその容穣充

足率の小さいことから大幅な増床ができるために約γo

～90%の還元率が期待され供給年が早いものは比較的

と思われる。

また容積充足率が約 50～90%と間程度の輯がある

西区と域高区を比較すると、還元率は器区が約 45%～

70弘、域寵区では約 20%～ 50%であり、同程度の増

沫が期待される場合でも地価の差の影響が大きく、

により還元率に差が出ることがわかる（表お。

4 建替え可能性の模討

4.1建替え事例との比較

福岡子ちにおける建替え可能性の現状の把擁のために、

実擦に建替えることのできたマンションの事関と揺関市

のマンションの情報を比較する。具体的には建替え事例

の報告が多い東京都の事椀のうち、日本住地公団、

都住宅供給公社が都内に供給した分譲マンションでi日耐
当たり特に建替えの必要性が高かったと思われ

る 1981年以前に建設された物件についての情報を集

した。これと

福岡市内のゆ81年以前に供給された 24か所の情報を

用いて市公社分譲マンションと東京の建替え事例とそ比

較する。

住戸面積と敷地持分面積の平均についてはそれぞれ福

岡が 28.9rrlと1l .3rrlと大きいが福岡と東京の敷地持分

と住戸語積の比をみると福岡市も東京も 0.3～2.0ほど

に分布し、建物のボリュ…ム誌間程度の多様性があるこ

とがわかる（図 2）。東京の建設単価は建築着工統計よ

り23万円／ぱで、あった。福岡の建設単価より 6.45万

く、還元率にマイナスの影響を与え

の方が高くなるが、地価について建替え後の竣工年の近

傍の地舗をみると、語関の地備が 8～ 13万円／rrl程度

であるのに対し東京は 40～ 80万円／凶が多く、敷地

持分の資産舘値が非常に大きくなり、還元率の高さにつ
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図3 還元率と容積充足率の関係

ながっている。容積充足率から見ると、容積充足率が小

さいものについて還元率が良くなる傾向は福岡、

ついても開じであるが、東京の建替え事到について容積

充足率の多くが 30%～ 50%に集まっているのに対し、

補間のマンションは 50%～ 80%程度に集まっている。

また東京の建蓄え事例 16事例の内 13事併については

還元率が 100ちもを超え、その平均は約 160弘の結果と

なり、資金負担なしで住日間積の増床による間取りの改

ども期持できたと考えられる（関説。

以上より福岡の市公社分譲マンション

事併との比較を行ったC 容積率は市公社分譲マンション

と東京都の建替え事関とでは向程度の卦散が見られ、マ

ンションの規模は間程度であるとわかるが、容積充足率

については、建替え事関と比べて雄工者分譲マンション

の方が 20～ 30%大きい傾向があった。また容積充足

率が間程で、建替え後の延べ床面積について東京の建替

え事例と同程度の増床が見込まれるものでも、地舗の低

さのために還元率は東京の建替え事携に及ばない。相対

的に福岡でのマンション建替えの難易度は高いことが推

瀕される。

4.2総合設計制度の利用

総合設計制度の利用で窓積緩和措受け、

ことのできる床面積を増やすこと誌還元率の上昇につな

がり、資金負担の額を減らすことができ

そこで名マンションについて容積緩和を受け、指定容

1.2倍（1.2s）、 1.5詰（1.5s）そ利用できる

と仮定した際の還元率を算出し、その効果者見る。

総合設計制度の利用により容積率を 1.2信にした緩和

した場合、還元率はそれぞれ2.42%～ 10.84免の改善

が見られ、 100%老超えるものが lか所となる。続い

て~積率を 1.5 倍に緩和した場合にはそれぞ、れ 5.9%～

25.89%の改善がみられ、還元率が 100%を超えるもの

i訪問

表4 総合設言十告せ肢を利題した場合の還元率の変化
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図ヰ総合設計制度科患による還元率の改善とイ婦会年度

の関係

が3か所となるく表4）。また供給年別にみると 1980

年以前に供給されたマンションで誌還元率が比較的大き

している（図心。しかしながち容積率を 1.2

1.5倍に緩和した時の還元率の平均は

それぞれ 58.64%、67.07%に留まる。

以上より総合設計制度を科用した場合の還元本の変

化者見たところ、指定容積率の 1.5倍を利用する場合、

1981年以前のものに対しては 20ちもほどの改善が多く

られ、総合設計制度の積極的な利用が望まれるが、

元率が 100%を超えるものは 3か所に留まり、ま

年数が浅いものほど改善の可能性は低くなる。多くの市

公社分譲マンションについて誌その効果は認定的である

と推測され、福間市においては建替えについて現在と

4-
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な制度利用そ念頭に置き、可能な限り早期の建替え検討

が望まれる。

程度の住戸面積を求める場合、住民の資金負担が前提と

される。

4.3将来予測

マンションの建替えは準備段階から実施段階に至るま

で多大な時閣を要するため、その聞に還元率が良いタイ

ミングを逃す可能性があり、建設費の将来の変動を考慮

することが重要となる。そこで還元率にマイナスの影響

を与える建設単価とフラスの影響を与える地価につい

て推移確率分析を用いた将来予測を行う。建設単価に

ついては過去 25年分の建築費指数を取得し、地価につ

いて過去 20年分の「区」別の住宅地に関する地価公示

価格の対前年変動率を取得した。なお指数は 2015年

の値を 100に設定している。これらを用いて推移確率

行列を作成し、建設単価と地価のそれぞれの将来予測値

に基づいた、 3年後R(H30）、 5年後R(H32）、 10年後

R(H37）の還元率の変化を見る。

推移確立行列による予測の結果、建設単価については

ほぼ横ばいの予測値となり（図 5）、地価については中

央区と早良区が上昇する予測となり、それ以外の 5つ

の区で、は下落する予測値となった（図 6）。

建設単価と、地価の予測により地価が下落する地域で

は、 3年後の地価の下げ幅は博多区で約 9%、東区で約

6%、南区で約 3%、城南区と西区で約 2%であり、 10

年後の場合、博多区で約 24%、東区で約 15%、南区で

約 18%、西区で約 6%、城南区で約 5%ほどとなる予

測となった。これらの結果から還元率の予測値は地価の

下落を主たる原因として、 3年後 1～ 4%、10年後は

約 4～ 10%程度下がる予測となる（表 5）。還元率が下

がると予測される地点は 23か所 5391戸存在し、うち

旧耐震基準に当たる 1981年以前供給のものは 17か所

3124戸である。一方、地価が上がると予測される区で

は、中央区で 3年後約 2%、10年後には約 25%、早

良区では 3年後に約 3%、10年後には約 15%の地価

上昇が予想され、中央区と早良区で還元率は3年後に0.1

～ 0.3%、10年後には約4～ 10%程度改善する予測と

なった。還元率が上がると予想される地域に該当するの

は 10か所 1723戸であり内 1981年以前のものは 7か

所 1671戸である。

以上より推移確率分析を用いた将来予測により建設単

価は現在と同水準での推移が予測されたが、地価につい

ては東区、博多区、南区、城南区、西区については下落

の予測となり、経年に伴って建替えの難易度が上昇する

と予想されるため、建替えを必要とする場合は可能な限

り早期の建替えの合意形成が資金負担の軽減につながる

と考えられる。

また地価上昇による還元率の改善が期待される地域で

も、その効果は総合設計制度を利用する場合程ではなく、

マンションの建替えについては総じて資金負担と積極的
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5おわりに

本研究では建替えの合意形成に影響を及ぼす資金負担

の有無の観点から等髄交換方式に着目し、マンション在

る際の還元率を算出することで、器開市住宅公社

供給の分譲マンションそ対象に建替え可能性の検討を

東京都の建替え実現事併との比較から福岡市における

マンションの建替えの相対的な難易度の高さが示され、

建替えの際、容積率の緩和を受けたと仮定

率の変化とその効果を検討し、また建言受単語と地価の将

来予測鐘から算出ざれた将来の還元率の抵下傾向から、

早期の建替えの検討の必要性が明らかになった。また揺

岡市において等価交換万式のみによった建替えは困難そ

極め、今後資金負型軽減のための福岡市独自の方策の検

討が必蝶でまうる。
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